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(57)【要約】
【課題】例えば直流１００Ｖのような低圧の電圧が印加
される充電部の充電状態を非接触に且つ感度良く検出す
ることができる非接触型検電器を提供する。
【解決手段】直流電圧によって充電される充電部の充電
状態を非接触で検出する非接触型検電器（１００）であ
る。この非接触型検電器（１００）は、静電誘導により
帯電する静電アンテナ（１２０）と、静電アンテナの帯
電状態を検出する検出回路（１１０）と、検出回路の検
出結果に基づいて静電アンテナが近づけられた充電部の
充電状態を判定する判定部（１３０）とを備え、静電ア
ンテナ（１２０）は、検出回路の入力部に導通される第
１検出用電極（１２１Ａ）と、検出回路の接地電位と導
通される第２検出用電極（１２１Ｂ）とを有している。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　直流電圧によって充電される充電部の充電状態を非接触で検出する非接触型検電器であ
って、
　静電誘導により帯電する静電アンテナと、
　前記静電アンテナの帯電状態を検出する検出回路と、
　前記検出回路の検出結果に基づいて前記静電アンテナが近づけられた前記充電部の充電
状態を判定する判定部と、
　を備え、
　前記静電アンテナは、前記検出回路の入力部に導通される第１検出用電極と、前記検出
回路の接地電位と導通される第２検出用電極とを有することを特徴とする非接触型検電器
。
【請求項２】
　前記第１検出用電極および前記第２検出用電極は共に一方に長い平面形状部を含み、
　前記第１検出用電極の前記平面形状部と前記第２検出用電極の前記平面形状部とは、長
手方向に見てＶ字形状となるように、互いの長辺部が近接し、互いのもう一方の長辺部が
離間していることを特徴とする請求項１記載の非接触型検電器。
【請求項３】
　前記第１検出用電極および前記第２検出用電極は共に一方に長い平面形状部を含み、
　前記第１検出用電極の前記平面形状部と前記第２検出用電極の前記平面形状部とは、前
記充電部を双方の間へ挿入可能なように離間していることを特徴とする請求項１記載の非
接触型検電器。
【請求項４】
　前記第１検出用電極および前記第２検出用電極は共に一方に長い１つ又は複数の平面形
状部を含み、
　前記静電アンテナは、
　前記第１検出用電極の何れかの前記平面形状部と前記第２検出用電極の何れかの前記平
面形状部とが、長手方向に見てＶ字形状となるように、互いの長辺部が近接し、互いのも
う一方の長辺部が離間した第１形態と、
　前記第１検出用電極の何れかの前記平面形状部と前記第２検出用電極の何れかの前記平
面形状部とが、前記充電部を双方の間へ挿入可能なように離間した第２形態と、
　に変形可能に構成されていることを特徴とする請求項１記載の非接触型検電器。
【請求項５】
　前記検出回路は、
　前記入力部から電荷を導く第１伝送路と、
　前記第１伝送路に接続された第１可変容量手段と、
　前記第１可変容量手段の容量を周期的に変化させる発振器と、
　を有し、
　前記第１可変容量手段の容量の変化により前記静電アンテナの帯電状態に応じて振幅が
変化する交流信号を前記第１伝送路に生成し、
　前記判定部は、前記交流信号の振幅変化が位相変化に拡大変換された信号の位相に基づ
いて前記充電部の充電状態を判定することを特徴とする請求項１～請求項４の何れか一項
に記載の非接触型検電器。
【請求項６】
　前記検出回路は、
　前記第１伝送路と並列に接続される第２伝送路と、
　前記第２伝送路に接続されて前記発振器により容量が周期的に変化する第２可変容量手
段と、
　前記第２伝送路上に接続されて直流成分の信号が伝わるのを阻止する直流阻止フィルタ
と、
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　前記第１伝送路に出力される交流信号と前記第２伝送路に出力される交流信号との差を
出力する差動増幅器と、
　を有し、
　前記判定部は、前記差動増幅器の出力と前記第２伝送路に出力される交流信号との位相
差に基づいて、前記静電アンテナが近づけられた前記充電部の充電状態を判定することを
特徴とする請求項５記載の非接触型検電器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、直流電圧により充電される充電部の充電状態を非接触に検出する非接触型検
電器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　以前より、電線路に電気が供給されているか否かを判別するために検電器が用いられて
いる。一般に交流の電線路を対象とする検電器には接触型と非接触型の二種類がある。一
方、直流の電線路を非接触で検出することは難しく、直流用の検電器は接触型が一般的で
ある。
　本発明者らは、先に、直流式電気鉄道の「き電回路」を検出対象とする非接触型の検電
器の開発を行った（非特許文献１を参照）。「き電回路」には１５００Ｖなど高い直流電
圧が印加される。この非接触型検電器は、静電誘導により帯電する検出用電極と、検出用
電極に伝送路を介して接続された可変容量手段と、可変容量手段の容量を周期的に変化さ
せる発振器とを有する。そして、検出用電極を充電部（例えば架線）に向け、可変容量手
段の容量を周期的に変化させることで、検出用電極の帯電状態に応じて振幅が変化する交
流信号を生成し、この交流信号の振幅に基づいて充電部の充電状態を判定する。
【０００３】
　一般に、検出用電極に生じた静的な帯電状態を検出しようとすると、検出用電極から検
出回路へわずかに電荷が移動することにより、検出用電極の帯電状態が時間の経過に伴っ
て薄まってしまい、安定した検出が阻害される。一方、上記の非接触型検電器によれば、
充電部の電圧に変化がなくても、検電器内で動的な処理を行って検出用電極と可変容量手
段とが接続された伝送路に交流信号を生成する。これにより、検出用電極の帯電状態が時
間の経過に伴って薄まってしまうことが回避され、検出用電極の帯電状態に応じた振幅を
有する交流信号により充電部の充電状態を安定的且つ高感度で検出することが可能となる
。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】田中裕司 福原卓 下原光幸 西村一実 中島等 今村博男、「直流電圧を
非接触で確認する方法の開発」、電気学会研究会資料、一般社団法人電気学会、２０１５
年５月２０日、ｐ．７－１０
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　近年、「き電回路」の電圧と比べて低圧の直流電圧、例えば直流１００Ｖのバッテリー
電源などによって動作する設備が増えている。従来、このような設備においては、メンテ
ナンスの際などに接触型の検電器を用いて充電部（例えば電線路）の充電状態を検出する
ことが行われている。接触型の検電器を用いた場合、プローブが充電部の電極と意図しな
い金属部分とに触れて充電部をショートさせてしまうなど、電気事故を引き起こす潜在的
な危険性がある。
　そこで、本発明者らは、先に開発した「き電回路」を検出対象とする直流用の非接触型
検電器を用いて、直流１００Ｖのような低圧の直流電圧が印加される充電部の充電状態を
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、非接触で検出できないか検証を行った。しかしながら、このような充電部では、思った
ような感度で充電状態を検出することは困難であった。
【０００６】
　検証実験においては、検出用電極（静電アンテナとも呼ぶ）を充電部（陽極側の電線路
など）に近づけ、非接触型検電器の筐体を基準電位点（陰極側の電線路など）に近づけた
ときに、検電器に電圧検出の反応が生じることが分かった。また、検証実験においては、
検出対象の充電部に誤って検出用電極が接触した場合に、両者が絶縁被覆されていた場合
でも、検出用電極の帯電状態や内部回路の状態に変化が生じ、その後、回路を初期化しな
いと、正常な回路動作が得られなくなることが分かった。これは絶縁被覆のわずかな衝突
により、ピエゾ効果或いは摩擦によって僅かな帯電が生じることに起因すると推定される
。
　本発明は、例えば直流１００Ｖのような低圧の電圧が印加される充電部の充電状態を非
接触に且つ感度良く検出することができる非接触型検電器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、上記目的を達成するため、
　直流電圧によって充電される充電部の充電状態を非接触で検出する非接触型検電器であ
って、
　静電誘導により帯電する静電アンテナと、
　前記静電アンテナの帯電状態を検出する検出回路と、
　前記検出回路の検出結果に基づいて前記静電アンテナが近づけられた前記充電部の充電
状態を判定する判定部と、
　を備え、
　前記静電アンテナは、前記検出回路の入力部に導通される第１検出用電極と、前記検出
回路の接地電位と導通される第２検出用電極とを有することを特徴としている。
【０００８】
　ここで、「充電部」とは、例えば直流電圧が印加される電線路や電極のようなもののこ
とである。
　この構成によれば、静電アンテナに、検出回路の入力部に導通される第１検出用電極に
加えて、検出回路の接地電位と導通される第２検出用電極が含まれる。よって、検出対象
の充電部とその陰極側の配線又は電極に対して、第１検出用電極と第２検出用電極とを適
宜に配置することで、静電アンテナに充電部の充電状態を検出可能な大きさの帯電を発生
させることができる。これにより、充電部の充電状態を非接触に且つ高感度に検出するこ
とができる。また、高感度に検出できることから、検出時に充電部と静電アンテナとの距
離を大きくとることができ、両者が接触して正常な回路動作が阻害されるという課題を回
避できる。
【０００９】
　ここで、前記第１検出用電極および前記第２検出用電極は共に一方に長い平面形状部を
含み、
　前記第１検出用電極の前記平面形状部と前記第２検出用電極の前記平面形状部とは、長
手方向に見てＶ字形状となるように、互いの長辺部が近接し、互いのもう一方の長辺部が
離間しているとよい。
　この構成によれば、検出対象の充電部として陽極側の電線路があり、この電線路と陰極
側の電線路とが離間して配置されている場合に、これら２つの電線路の間に第１検出用電
極と第２検出用電極とを挿入するように配置することができる。このような配置により、
充電部に直流電圧が印加されている場合に、静電アンテナに検出可能な大きさの帯電を発
生させて、その充電状態を高感度に検出することができる。
【００１０】
　また、前記第１検出用電極および前記第２検出用電極は共に一方に長い平面形状部を含
み、
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　前記第１検出用電極の前記平面形状部と前記第２検出用電極の前記平面形状部とは、前
記充電部を双方の間へ挿入可能なように離間しているとよい。
　この構成によれば、検出対象の充電部として陽極側の電線路があり、この電線路と陰極
側の電線路とが近接して配置されている場合に、これら２つの電線路の両側を囲うように
第１検出用電極と第２検出用電極とを配置することができる。このような配置により、充
電部に直流電圧が印加されている場合に、静電アンテナに検出可能な大きさの帯電を発生
させて、その充電状態を高感度に検出することができる。
【００１１】
　また、前記第１検出用電極および前記第２検出用電極は共に一方に長い１つ又は複数の
平面形状部を含み、
　前記静電アンテナは、
　前記第１検出用電極の何れかの前記平面形状部と前記第２検出用電極の何れかの前記平
面形状部とが、長手方向に見てＶ字形状となるように、互いの長辺部が近接し、互いのも
う一方の長辺部が離間した第１形態と、
　前記第１検出用電極の何れかの前記平面形状部と前記第２検出用電極の何れかの前記平
面形状部とが、前記充電部を双方の間へ挿入可能なように離間した第２形態と、
　に変形可能に構成されているとよい。
　この構成によれば、検出対象の形態が異なる場合（例えば、接近した平行線と離間した
平行線）に、対象の形態に応じて、静電アンテナの形態を変えることで、充電部の充電状
態を高感度に検出することができる。
【００１２】
　さらに、前記検出回路は、
　前記入力部から電荷を導く第１伝送路と、
　前記第１伝送路に接続された第１可変容量手段と、
　前記第１可変容量手段の容量を周期的に変化させる発振器と、
　を有し、
　前記第１可変容量手段の容量の変化により前記静電アンテナの帯電状態に応じて振幅が
変化する交流信号を前記第１伝送路に生成し、
　前記判定部は、前記交流信号の振幅変化が位相変化に拡大変換された信号の位相に基づ
いて前記充電部の充電状態を判定するように構成するとよい。
【００１３】
　一般に、静電誘導により生じた微小な帯電状態をそのまま検出しようとすると、静電ア
ンテナから検出回路への電荷の移動によって、検出用電極の帯電状態が時間の経過に伴っ
て薄まってしまい、安定した検出が阻害される。しかしながら、上記構成によれば、発振
器と第１可変容量手段との作用によって交流信号を生成して静電アンテナの帯電状態が薄
まることを回避できる。さらに、第１可変容量手段の容量を周期的に変化させて生成した
交流信号は、静電アンテナの帯電状態に応じて振幅と位相が変化するが、これらは微小な
変化である。そこで、上記構成によれば、判定部は交流信号の振幅変化が位相変化に拡大
変換された信号の位相に基づいて充電部の充電状態を判定する。これにより、微小帯電領
域すなわち弱電界領域において、充電部の充電状態を正しく判定することができる。また
、振幅変化を直接検出する場合と異なり、位相変化に拡大変換された信号の位相を検出す
るために、高い分解能のＡＤ変換器とフーリエ変換などのディジタル信号処理のための高
速処理能力を持つＣＰＵ（中央演算処理装置）が不要であり、部品コストの低減を図れる
。
【００１４】
　さらに、前記検出回路は、
　前記第１伝送路と並列に接続される第２伝送路と、
　前記第２伝送路に接続されて前記発振器により容量が周期的に変化する第２可変容量手
段と、
　前記第２伝送路上に接続されて直流成分の信号が伝わるのを阻止する直流阻止フィルタ
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と、
　前記第１伝送路に出力される交流信号と前記第２伝送路に出力される交流信号との差を
出力する差動増幅器と、
　を有し、
　前記判定部は、前記差動増幅器の出力と前記第２伝送路に出力される交流信号との位相
差に基づいて、前記静電アンテナが近づけられた前記充電部の充電状態を判定するとよい
。
【００１５】
　この構成によれば、第２伝送路により出力される交流信号として、静電アンテナの帯電
状態の影響がなく、回路の温度特性や手振れなどによる外的要因の影響が現れた交流信号
が生成される。よって、第１伝送路の交流信号と第２伝送路の交流信号とに基づき判定を
行うことで、外的要因による位相の変化をキャンセルして正確な判定を行うことができる
。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、例えば直流１００Ｖのような低圧の電圧が印加される充電部の充電状
態を非接触に且つ感度良く検出することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の第１実施の形態の非接触型検電器を示す構成図である。
【図２】図１の検出回路の具体的な一例を示す回路図である。
【図３】図１の検出回路の動作原理を説明する図である。
【図４】図１のノッチフィルタの好適な回路例を示す回路構成図である。
【図５】図２の抵抗分圧器の一例を示す回路図である。
【図６】図２の抵抗分圧器兼位相差ゼロ点調整要素の一例を示す回路図である。
【図７】位相差検出回路の動作を説明するもので位相差が小さいときの状態を示す波形図
である。
【図８】位相差検出回路の動作を説明するもので位相差が大きいときの状態を示す波形図
である。
【図９】図２の回路のシミュレーション結果と理論式である式（１ｂ）を用いた数値計算
結果の第１の比較を表わすグラフである。
【図１０】図２の回路のシミュレーション結果と理論式である式（１ｅ）を用いた数値計
算結果の第２の比較を表わすグラフである。
【図１１】図１の静電アンテナの構造を示す斜視図（Ａ）と正面図（Ｂ）である。
【図１２】第１変形例の静電アンテナを示す斜視図（Ａ）と正面図（Ｂ）である。
【図１３】第２変形例の静電アンテナの第１形態を示す正面図（Ａ）と第２形態を示す正
面図（Ｂ）である。
【図１４】本発明の第２実施の形態の検出回路を示す構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の各実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。
　（第１実施の形態）
　図１は、本発明の第１実施の形態の非接触型検電器を示す構成図である。
　本発明の第１実施の形態の非接触型検電器１００は、例えば直流１００Ｖのような低圧
の直流電圧が印加される充電部（例えばバッテリ電源の電線路など）の充電状態を非接触
に検出する装置である。非接触型検電器１００は、静電アンテナ１２０、検出回路１１０
、判定部１３０、出力部１４０、および各部に動作電圧を供給する電源部１５０を備える
。
【００１９】
　静電アンテナ１２０は、検出対象の充電部に近接したときに、充電部からの静電誘導に
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よって帯電するアンテナである。静電アンテナ１２０は、検出回路１１０の入力部に導通
される第１検出用電極１２１Ａと、検出回路１１０の接地電位に導通される第２検出用電
極１２１Ｂとを有する。静電アンテナ１２０の具体的な構造については後述する。
　検出回路１１０は、帯域阻止フィルタとしてのノッチフィルタ１１５と、ノッチフィル
タ１１５の出力端子側に設けられた一対の可変容量素子１１６Ａ，１１６Ｂと、可変容量
素子１１６Ａ，１１６Ｂの容量値を周期的に変化させる発振器１１７と、可変容量素子１
１６Ａ，１１６Ｂの出力電圧（交流信号）の位相差を検出する位相差検出部１１８とを備
える。また、ノッチフィルタ１１５と可変容量素子１１６Ｂとの間には、直流成分を遮断
し交流成分のみを通過させるＡＣ結合用の蓄電器（コンデンサ）１１９Ｃが設けられてい
る。蓄電器（コンデンサ）１１９Ｃと可変容量素子１１６Ｂとの接続ノードと、検出回路
１１０の接地電位ＧＮＤ１との間には抵抗器Ｒ５が接続され、この抵抗器Ｒ５とコンデン
サＣとによって直流阻止フィルタが構成されている。
【００２０】
　さらに、ノッチフィルタ１１５と可変容量素子１１６Ａ，１１６Ｂとの間には、それぞ
れ高抵抗値（例えば１０ＭΩ）を有する抵抗器Ｒ４ａ，Ｒ４ｂが接続されている。この抵
抗器Ｒ４ａ，Ｒ４ｂは、ノッチフィルタ１１５の出力と可変容量素子１１６Ａ，１１６Ｂ
との間、さらには可変容量素子１１６Ａ，１１６Ｂ相互間を、検出対象の信号の周波数を
含む高い周波数領域において交流的に分離するためのものである。
　さらに、可変容量素子１１６Ａ，１１６Ｂと位相差検出部１１８の２つの入力端子の間
には、それぞれ交流結合用の蓄電器１１９Ａ，１１９Ｂが接続されている。
【００２１】
　図２は、図１の検出回路の具体的な一例を示す回路図である。
　図２に示すように、可変容量素子１１６Ａ，１１６Ｂとしては、例えばＭＯＳ電界効果
トランジスタのゲート容量（ゲート電極－半導体基板間の容量）を適用できる。ＭＯＳ電
界効果トランジスタのソース端子を基準電位点に接続し、ドレイン端子に発振器１１７で
生成された電圧（サイン波）を印加することで、ゲート容量の容量値を変化させることが
できる。なお、ＭＯＳ電界効果トランジスタの代わりにバラクタダイオードなど他の素子
や回路を使用しても良い。
　発振器１１７は、所定の周波数のサイン波（正弦波）を生成する。所定の周波数として
は、商用交流電源の周波数（５０Ｈｚまたは６０Ｈｚ）やその整数倍の周波数の影響を受
けにくい周波数を選択するのが望ましい。
【００２２】
　ここで、可変容量素子１１６Ａ，１１６Ｂを設け、発振器１１７によって容量値を変化
させる構成を採用した理由を説明する。
　図３は、図１の検出回路の動作原理を説明する図を示す。
　先ず、検出用電極に静電誘導された静的な電荷の量を検出することで充電部の充電状態
（例えば電線路の停電／活線）を検出する電界検出方式の検電器について説明する。この
方式では、検出用電極を充電部に近接した直後は検出用電極に電界の強さに応じた電荷が
静電誘導される。しかしながら、検出用電極に接続される実際のアンプの入力インピーダ
ンスは無限大にすることはできず有限の値を持つこととなる。そのため、時間が経過する
とリークにより検出用電極から電荷が抜けてしまい、電界の強さを正確に検出することが
できない。
【００２３】
　一方、本実施の形態の非接触型検電器１００では、図３に示すように、第１検出用電極
１２１Ａに接続された可変容量素子１１６Ａ，１１６Ｂを設け、その容量値が周期的に変
化する。かかる構成によれば、可変容量素子１１６Ａ，１１６Ｂの容量値が変化すると、
第１検出用電極１２１Ａに誘導された電荷が第１検出用電極１２１Ａと可変容量素子１１
６Ａ，１１６Ｂとの間を往復移動することとなり、それによって可変容量素子１１６Ａ，
１１６Ｂとその駆動手段（発振器１１７）とが一種の静電式発電機として動作し、静電ア
ンテナ１２０に生じた静電誘導の大きさに応じて振幅や位相が変化する交流信号が生成さ
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れる。このような動作過程では、第１検出用電極１２１Ａの帯電量が電荷の抜けによって
次第に減少したりしないため、時間が経過しても静電誘導の大きさに応じた振幅や位相の
交流信号が出力される。そして、このような交流信号によって、充電部の充電状態を正確
に検出することができる。
【００２４】
　図４に、図１のノッチフィルタ１１５として好適な２－Ｔ型フィルタの回路例を示す。
　帯電状態に応じて変化する交流信号を生成して充電部の充電状態を正確に判定するには
、ノイズとなるその他の交流成分が検出回路１１０に混入することを抑制する必要がある
。一方、充電部に印加される直流電圧は、例えば商用交流電源などから生成していること
が多く、それ故、検出回路１１０に商用交流電源の周波数成分又はその高調波成分がノイ
ズとして混入する状況が生じやすい。
【００２５】
　ノッチフィルタ１１５は、このようなノイズの混入を防ぐために、商用交流電源の周波
数成分とその高調波成分を除去もしくは低減するために設けられている。ノッチフィルタ
１１５は、具体的には、図４（Ａ）に示すように３個の抵抗素子Ｒ１～Ｒ３と３個の容量
素子Ｃ１～Ｃ３により構成された単段ノッチフィルタＮＦを、図４（Ｂ）に示すように、
３個縦続接続して構成したものである。図４（Ａ）の単段ノッチフィルタＮＦを構成する
素子は、１０ＭΩ１％品と１００ｐＦ１％品の２種類のみであり、これらを直列あるいは
並列に接続してフィルタを構成する。このように部品の種類を２種類に限定することで組
立を容易し、なおかつ品質にやや不安の残る１０ＭΩを超える抵抗器を用いずに済むとい
う利点がある。また、かかる構成のノッチフィルタ１１５は、２－Ｔ型フィルタとしての
正規の設計値から意図的にずらすことで中心周波数での減衰が劣る代わりに減衰帯域を広
げることができるので、商用交流電源基本波の５０、６０Ｈｚから第二次高調波の１００
、１２０Ｈｚまでの領域で、妨害波を１／３０００～１／１００００に大きく減衰させる
ことができる。加えて、素子の誤差の影響を受けにくくなるという効果もある。
【００２６】
　位相差検出部１１８は、図２に示すように、一方の可変容量素子１１６Ａが接続される
第１伝送路から交流信号を入力する抵抗分圧器１５と、抵抗分圧器１５の出力を増幅する
アンプ１７Ａと、他方の可変容量素子１１６Ｂが接続される第２伝送路から交流信号を入
力する抵抗分圧器兼位相差ゼロ点調整要素１６と、抵抗分圧器兼位相差ゼロ点調整要素１
６の出力を増幅するアンプ１７Ｂと、アンプ１７Ａの出力とアンプ１７Ｂの出力の差動電
圧を抽出する差動増幅器１７Ｃと、差動増幅器１７Ｃの出力を入力とするコンパレータ１
８Ａと、アンプ１７Ｂの出力を入力とするコンパレータ１８Ｂと、ロジック回路１９と、
抵抗Ｒ２１とコンデンサＣ２１とからなるＲＣ一次低域通過フィルタ２１を備える。
【００２７】
　図５は、図２の抵抗分圧器の一例を示す回路図を示す。図６は、図２の抵抗分圧器兼位
相差ゼロ点調整要素の一例を示す回路図を示す。
　抵抗分圧器１５は、第１伝送路に直列に接続された抵抗Ｒ１５と、第１伝送路と接地電
位線との間に接続された抵抗Ｒ１６とにより、第１伝送路に出力される交流信号を所定比
で分圧する。
　抵抗分圧器兼位相差ゼロ点調整要素１６は、第２伝送路に直列に接続された抵抗Ｒ１７
と第２伝送路と接地電位線との間に接続された抵抗Ｒ１８とにより、第２伝送路に出力さ
れる交流信号を所定比で分圧する。また、抵抗分圧器兼位相差ゼロ点調整要素１６は、第
２伝送路と接地電位線との間に直列に接続されたコンデンサＣ１７と可変抵抗Ｒ１９によ
り、第２伝送路に出力される交流信号に遅延を与えて位相を調整する。
【００２８】
　ここで、抵抗分圧器兼位相差ゼロ点調整要素１６による位相の調整方法の一例を説明す
る。
　第２伝送路に出力される交流信号の位相は、第１検出用電極１２１Ａおよび第２検出用
電極１２１Ｂを短絡し誘導電荷がゼロのときに、第１伝送路に出力される交流信号と位相
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差φがゼロでないゼロ近傍の値になるように調整する。
　調整の際には、先ず、第１検出用電極１２１Ａおよび第２検出用電極１２１Ｂを短絡し
誘導電荷をゼロに保つ。さらに、位相差検出部１１８の２つの入力に同一振幅同一位相の
交流電圧を加える。図２の蓄電器１１９Ａ，１１９Ｂの両方の出力端子を短絡すればよい
。ここで、アンプ１７Ａ，１７Ｂの一方の電圧利得を調整し差動増幅器１７Ｃの出力Ｖｄ
ｉｆがゼロになるように調整する。利得を調整する代わりに抵抗分圧器１５あるいは抵抗
分圧器兼位相差ゼロ点調整要素１６を構成する抵抗Ｒ１６、Ｒ１８の値を調整しても良い
。
【００２９】
　次に、蓄電器１１９Ａ，１１９Ｂの出力端子の短絡を開放し、抵抗分圧器兼位相差ゼロ
点調整要素１６の可変抵抗Ｒ１９の値を調整し、差動増幅器１７Ｃの出力Ｖｄｉｆの振幅
（ピーク間電圧）が例えば１０ｍＶｐ－ｐなどの小さい電圧になるように調整する。出力
Ｖｄｉｆの振幅を小さく設定するほど位相差φが小さくなり振幅差Δに対する感度が向上
するがゼロは望ましくない。位相差φおよび振幅差Δとは、第１伝送路に出力される交流
信号と、第２伝送路に出力される交流信号との位相差と振幅差を示す。
　このような調整方法により、目的の位相差φの調整が達成される。なお、位相の調整は
、典型的には、例えば工場出荷前の調整段階で行われるが、検電前の回路リセット時、或
いは較正処理の際に行うようにしてもよい。また、位相の調整は、調整装置によって自動
的に行われるようにしてもよいし、人手により行ってもよい。
【００３０】
　なお、位相の調整は、次のような点に注意して行うのがよい。可変容量素子１１６Ａが
電界効果トランジスタの場合はドレイン・ソース間電圧およびゲート・ソース間電圧の増
大とともにドレイン・ソース間容量およびゲート・ソース容量が減少する。このため帯電
していない状態よりも帯電している状態において可変容量素子１１６Ａの静電容量が減少
するため検出側の交流信号Ｖｄ１（図２を参照）が補正側の交流信号Ｖｄ２（図２を参照
）に比較して進み位相に変化する。この場合は、補正側の位相差調整器（図６の可変抵抗
Ｒ１９）で交流信号Ｖｄ２を検出側の交流信号Ｖｄ１に対して遅れ位相側に、たとえば差
動増幅器１７Ｃの電圧利得が１００倍の場合にはその出力である差電圧Ｖｄｉｆをたとえ
ば１０ｍＶに設定する。可変容量素子１１６Ａが帯電増加で静電容量が増加するなら補正
側の交流信号Ｖｄ２を検出側の交流信号Ｖｄ１に対して進み位相側とし、差動増幅器１７
Ｃの出力（差電圧Ｖｄｉｆ）の大きさを設定する。補正側の交流信号Ｖｄ２を遅れ位相に
設定すると交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の振幅は｜Ｖｄ１｜＞｜Ｖｄ２｜となるが、差電圧Ｖ
ｄｉｆ＝１０ｍＶ程度では｜Ｖｄ２｜＝｜Ｖｄ１｜に再調整する必要はない。なお検出側
の交流信号Ｖｄ１に対して補正側の交流信号Ｖｄ２側を進み位相にするには検出側の抵抗
分圧器１５を構成する抵抗Ｒ１６と並列にコンデンサＣ１７の半分程度の静電容量を追加
するなどしておく。
【００３１】
　ここでは、分圧比と増幅率との好適な設定例を示す。例えば、発振器１１７の出力電圧
が０．３Ｖｐ－ｐ、および抵抗分圧器１５と抵抗分圧器兼位相差ゼロ点調整要素１６との
分圧比が共に１１：１である場合、アンプ１１７Ａおよび１１７Ｂの電圧利得は３３倍、
差動増幅器１７Ｃの差動電圧利得は１００倍に設定するとよい。差動電圧利得を１００倍
としているのは、アンプ１７Ａ，１７Ｂの出力である交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の差電圧Ｖ
ｄｉｆが非常に小さくなるため、その振幅を大きくしてコンパレータ１８Ａを正常動作さ
せるためである。ただし、上記の設定値は、誘導電荷を検出するセンサー素子として動作
する可変容量素子１１６Ａ、１１６Ｂに所定の電界効果トランジスタを用いた場合に適し
た設定であり、選定するセンサー素子によって適宜変更する必要がある。
【００３２】
　図７および図８は、位相差検出部１１８の動作を説明する波形図を示す。図７および図
８の（Ａ）～（Ｆ）には、図２に示した位相差検出部１１８の各ノードの出力電圧の波形
を示している。図７および図８の（Ｇ）には、交流信号Ｖｄ１の波形図の一部分Ｘを拡大
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して示している。ここでは、コンパレータ１８Ａ、１８Ｂの極性は逆転している。
　これらの波形図に示すように、一対のアンプ１７Ａ，１７Ｂは、一方の可変容量素子１
１６Ａの容量の周期的な変化によって生成された交流信号と、他方の可変容量素子１１６
Ｂの容量の周期的な変化によって生成された交流信号とを増幅して出力する（図７、図８
の交流信号Ｖｄ１，Ｖｄ２）。差動増幅器１７Ｃはアンプ１７Ａ，１７Ｂから交流信号Ｖ
ｄ１、Ｖｄ２を入力して差電圧Ｖｄｉｆを出力する。差電圧Ｖｄｉｆは、交流信号Ｖｄ１
、Ｖｄ２の振幅と位相が完全に一致するとゼロになる。一方、交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の
振幅と位相の一方又は両方が異なれば差電圧Ｖｄｉｆは交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２と同じ周
波数の交流信号となる。
【００３３】
　交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の位相差φが小さくほぼ固定である場合、交流信号Ｖｄ１、Ｖ
ｄ２の微小な振幅差Δの変化は、差電圧Ｖｄｉｆと交流信号Ｖｄ２との位相差θの大きな
変化となって表れる。すなわち、差電圧Ｖｄｉｆは、交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の微小な振
幅差Δの変化が、位相の変化に拡大変換された信号となる。図７では振幅差Δが小さいと
きを表わし、図８では振幅差Δが大きいときを表わしている。振幅差Δの変化は、図７お
よび図８のグラフ上で目視できない程度に非常に小さいが、図７の振幅差Δが小さいとき
には位相差θは９０度に近くなり、図８の振幅差Δが大きいときには位相差θは０度に近
くなる。この動作原理については後で詳細に説明する。
【００３４】
　コンパレータ１８Ａは差動増幅器１７Ｃから出力された差電圧Ｖｄｉｆを基準電圧と比
較して二値レベルの信号Ｖｃｄｉｆを出力する。コンパレータ１８Ｂは、交流信号Ｖｄ２
を基準電圧と比較して二値レベルの信号Ｖｃ２を出力する。ロジック回路１９は、これら
の信号Ｖｃｄｉｆ，Ｖｃ２を入力とし、図２の真理値表に示す論理演算を行って、その結
果を示す２値レベルの信号Ｖｘｌｇを出力する。
【００３５】
　ここで得られた出力信号Ｖｘｌｇのデューティ比は、差電圧Ｖｄｉｆと交流信号Ｖｄ２
との位相差θを反映した値となる。図７および図８の例では、出力信号Ｖｘｌｇのデュー
ティ比は位相差θに反比例した値となるが、出力信号Ｖｘｌｇの極性を変えることでデュ
ーティ比を位相差θに比例した値とすることもできる。
　図２の回路は、第１検出用電極１２１Ａの誘導電荷が位相差φよりも振幅差Δに反映さ
れるような電荷量の範囲において使用される。さらに、素子定数の最適化により、位相差
φはゼロより大きいが、非常に小さい値に設定される。このような使用範囲と初期設定に
より、第１検出用電極１２１Ａの誘導電荷の変化に応じて振幅差Δが僅かに変化すると、
この微小な振幅差Δの変化が位相差θの大きな変化に拡大変換されて、出力信号Ｖｘｌｇ
のデューティ比を連続的に変える。出力信号Ｖｘｌｇは、ＲＣ一次低域通過フィルタ２１
によりデューティ比に比例した直流電圧Ｖｏｕｔに変換されて、判定部１３０に出力され
る。
【００３６】
　なお、交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の振幅差Δが、大きく変化する領域を使えるのであれば
、差電圧Ｖｄｉｆの振幅を検出して、第１検出用電極１２１Ａの誘導電荷量を検出すれば
よい。これにより、充電部の充電状態（例えば電線路の停電／活線）を検出することがで
きる。しかしながら、直流電圧を非接触で検電する場合、交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の振幅
差Δの変化が小さく、振幅差Δの変化を直接に検出しにくい状況になるため、上述のよう
に振幅差Δの変化を位相差θの大きな変化に拡大変換している。
【００３７】
　＜回路の動作原理の説明＞
　ここで、図２の回路の動作のうち、交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の位相差φが小さくほぼ固
定に設定されている場合に、交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の振幅差Δの微小な変化が、差電圧
Ｖｄｉｆと交流信号Ｖｄ２との位相差θの大きな変化に拡大変換される動作原理について
説明する。この説明は、静電容量変化型センサーを用いて物理量の変化を位相変化として
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出力する回路の性質についての説明でもあり、本原理は、ほぼ全ての静電容量変化型セン
サーを用いる回路に適用できるといってよい。以下では、可変容量素子１１６Ａ、１１６
Ｂのことを静電容量変化型センサーと呼んでいる。
【００３８】
　本実施形態では電界Ｅにより静電容量変化型センサー（１１６Ａ、１１６Ｂ）が静電誘
導され電荷ｑを蓄積する。この状態で、静電容量変化型センサー（１１６Ａ、１１６Ｂ）
を能動的に一定周波数ｆ［Ｈｚ］で駆動することで交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２を得る。そし
て、交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の振幅差Δの変化を、差動増幅器１７Ｃの出力である差電圧
Ｖｄｉｆ（＝Ｖｄ１－Ｖｄ２）から拡大（増幅）された位相差θの変化として得る。
　ここで、電界Ｅは検出対象の物理量である。また、静電容量変化型センサー（１１６Ａ
、１１６Ｂ）は一定周波数ｆ［Ｈｚ］の交流電圧で能動的に駆動しているのでアクチュエ
ータ、或いは静電式発電機と見なすこともできる。
【００３９】
　差動増幅器１７Ｃで振幅差Δの変化が位相差θの変化に「拡大変換」されることは次の
ように説明される。
　先ず、差動増幅器１７Ｃの出力である差電圧Ｖｄｉｆは、次式（１）、（１ｂ）のよう
に表わすことができる。
【数１】

【００４０】
　ここで、
　ｆ：静電容量変化型センサーの駆動周波数［Ｈｚ］
　π：円周率
　ｔ：時間［ｓｅｃ］
　Ｖｄ２：補正側の交流信号［電圧］であり、振幅｜Ｖｄ２｜＝１とする。
　Ｖｄ１：検出側の交流信号［電圧］であり、振幅｜Ｖｄ１｜＝１＋Δとする。なお、Δ
は正の値にも負の値にもなるが、Δの増大といった場合には、絶対値｜Δ｜の増大を意味
する。
　Δ：検出側の交流信号Ｖｄ１の補正側の交流信号Ｖｄ２に対する振幅差
　φ：検出側の交流信号Ｖｄ１の補正側の交流信号Ｖｄ２に対する位相差［ｒａｄ］
　Ｖｄｉｆ：差動増幅器１７Ｃの出力（差電圧）
　Ａ：差動増幅器１７Ｃの電圧利得
　α＝２・π・ｆ・ｔ
　β＝φ
　”・”（中黒）：掛算記号
　としている。
　また、β＝φ＜＜πであり、ｃｏｓφ≒１、ｓｉｎφ≒φと近似できるものとする。
【００４１】
　式（１ｂ）の第２項”－sinφcos（2・π・f・t）”は、”ｓｉｎ（２・π・ｆ・ｔ）
”に対してφ＞０かφ＜０で９０度遅れ位相か進み位相の正弦波となることを表す。
　回路はφ＜＜π［ｒａｄ］の領域で動作するので、１＋Δ－ｃｏｓφ≒Δと見なしても
よく、これから差電圧Ｖｄｉｆは、次式（１ｃ）のように表わすことができる。
【００４２】
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　φ＝０つまり検出側の交流信号Ｖｄ１と補正側の交流信号Ｖｄ２の位相が完全に一致す
る場合において回路は機能しない。ただし、本実施形態のように静電容量変化型センサー
（１１６Ａ、１１６Ｂ）を用いる回路においては静電容量変化型センサーと抵抗との組み
合わせが信号に遅延を及ぼして各信号経路の位相特性に影響を及ぼす。このため、物理量
Ｅのゼロ点で完全に交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２が同一位相であっても物理量Ｅの変化によっ
て静電容量変化型センサー（１１６Ａ、１１６Ｂ）の静電容量に変化が起これば交流信号
Ｖｄ１、Ｖｄ２の位相ずれは発生する。よって位相差φが完全にゼロになることは多く生
じない。
【００４３】
　式（１ｂ）、（１ｃ）を見ると、検出側の交流信号Ｖｄ１と補正側の交流信号Ｖｄ２と
の振幅差Δがゼロであれば、差電圧Ｖｄｉｆは、”ｃｏｓ（２・π・ｆ・ｔ）”成分が優
勢となることが分かる。よって、差電圧Ｖｄｉｆの位相は、交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２から
９０度異なる位相に近づく。なお、φ＜＜π［ｒａｄ］の場合、ｓｉｎφ≒φと見なして
もよいため、振幅差Δがゼロであれば、差電圧Ｖｄｉｆは位相差φに比例した小さな振幅
となる。
　一方、振幅差Δの増大に従い、次式（３）のように、式（１ｂ）の各項の大小が決まる
。
【数３】

　この場合、式（１ｂ）、（１ｃ）は、sin（2・π・f・t）成分が優勢となるので、差電
圧Ｖｄｉｆの位相は、交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の位相に近づく。
【００４４】
　つまり差動増幅器１７Ｃの出力（差電圧Ｖｄｉｆ）の位相は、振幅差Δ＝０のときから
振幅差Δの増大にともない、＋９０度から０度の範囲、または０度から９０度の範囲で変
化する。このような回路の動作原理によって、交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の振幅差Δの微小
な変化が、差電圧Ｖｄｉｆと交流信号Ｖｄ２との位相差θの大きな変化に拡大変換される
。
【００４５】
　続いて、この回路の特性について説明する。
　先ず、上記の式（１ｂ）から、差電圧Ｖｄｉｆの位相差θと、検出側の交流信号Ｖｄ１
の補正側の交流信号Ｖｄ２に対する振幅差Δとの関係式θ（Δ）を求める。
　式（４－１）のように、同じ周波数ωのサイン波とコサイン波とが加算された信号Ｕは
、同じ周波数ωの信号となり、その振幅｜Ｕ｜と位相δは、サイン波の係数Ｖとコサイン
波の係数Ｗとから、次式（４－２）、（４－３）のように計算できる。
【数４】

【００４６】
　これを差電圧Ｖｄｉｆの式（１ｂ）に当てはめれば、差電圧Ｖｄｉｆの振幅|Ｖｄｉｆ|
と位相δは、次式（５－１）、（５－２）のように求められる。
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【数５】

【００４７】
　ここで、位相δは、コサイン波を基準波形とする極座標形式で表わした値を示している
。本実施の形態では、信号波形のゼロクロス点を検出するため、位相差θ（Δ）は位相δ
からπ／２だけずらしてサイン波を基準波形とした表現とし、さらに、位相差の変化方向
も図７、８の波形図に合わせて逆向きに調整する。すると、位相差θ（Δ）は、次式（5-
3）のように表わすことができ、差電圧Ｖｄｉｆは、次式（１ｄ）のように表わすことが
できる。
【数６】

　式（１ｄ）、式（５－３）では、振幅差Δ＝０のときに位相差θ（Δ）は９０度となり
、振幅差Δの増大に伴い位相差θ（Δ）は０度となり、図７および図８の波形と合致する
。
【００４８】
　式（１ｂ）からも分かるが式（５－３）から差動増幅器１７Ｃの電圧利得Ａは検出する
位相差θに影響しないことがわかる。また、交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の位相差φは一度設
定したら固定したままなので定数となり、検出する位相差θは検出側電圧Ｖｄ１の振幅差
Δだけの関数となる。
　式（５－３）のアークタンジェントの括弧内は、式（１ｂ）のサイン波成分と初期位相
差φに依存するコサイン波成分との比を表している。式（５－３）から分かるように、初
期設定の位相差φは小さいほど振幅差Δの変化が位相差θに大きく影響することが分かる
。
【００４９】
　また、本回路は交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の振幅差Δと位相差φとが非常に小さな値とな
る領域で機能させるので、式（５－１）から分かるように、差動増幅器の出力（差電圧Ｖ
ｄｉｆ）の振幅｜Ｖｄｉｆ｜も非常に小さくなる。このため、次段のコンパレータ１８Ａ
が所望の動作をしない場合も考慮すれば差動増幅器１７Ｃの電圧利得Ａは十分に大きな値
に設定すべきと想定される。差動増幅器１７Ｃの電圧利得Ａは交流信号Ｖｄ１、Ｖｄ２の
振幅差Δおよび位相差φに合わせて適宜に設定するとよい。特に静電容量変化型センサー
（１１６Ａ、１１６Ｂ）のゼロ点においては振幅差Δ＝０に設定するので差動増幅器１７
Ｃの出力電圧の振幅｜Ｖｄｉｆ｜がさらに小さくなることを考慮しなければならない。
【００５０】
　続いて、回路シミュレーションの結果と、理論式に基づく数値計算結果との比較を示す
。
　図９と図１０では、理論式に基づく結果として、差電圧Ｖｄｉｆ（ｔ，Δ）＝０（ゼロ
クロス点）となる位相角θを、位相差φをパラメータとして振幅差Δの関数として描いて
いる。回路シミュレーションの結果は、いわば実際に回路を組み立てての実験結果そのも
のに近く多くの場合ほぼ実験結果そのものになる。回路シミュレーションの振幅差Δはセ
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ンサーに加えた直流電圧であり、検出側の交流電圧Ｖｄ１の振幅差Δの変化を間接的に増
大させる作用を持つ。一方、理論式の振幅差Δは検出側の交流電圧Ｖｄ１の振幅を直接増
大させている点が異なる。
　そこで、図９と図１０の数値計算結果には、式（１ｂ）、（１ｄ）から得られる式（５
－３）のθ（Δ）の代わりに、実際の回路に近づけた、補正式（１ｅ）の計算結果を用い
ている。
【数７】

　補正の詳細は次のごとくである。回路シミュレーションでは、差動増幅器１７Ｃより前
段の回路の影響と思われるが、位相差φが完全に固定とはならない。具体的には、交流信
号Ｖｄ１の振幅差Δが０～０．１の範囲で変化したときに、初期の位相差φ＝０．５ｄｅ
ｇが０．４６ｄｅｇに減少（初期の８％減）していた。式（１ｅ）では、このような位相
差φの変化が反映されるように、位相差φを“φ＋Δσ”と補正した。σは補正定数で、
例えば－０．４ｄｅｇである。この補正によれば、振幅差Δが０～０．１と変化すると、
位相差φは”０．５＋０×０．４”～”０．５－０．１×０．４”となり、回路シミュレ
ーションの実際の動作に近づく。なお、θ（Δ）は、式（１ｅ）から前述の通り求めるこ
とができるので、詳細は省略する。
【００５１】
　先ず、図９のグラフの説明を行う。
　横軸Δは回路シミュレーションにおいて電極１２Ａに加えた電圧である。
　図９のＶｘｌｇＮ［φ０．１ｄｅｇ］とＶｘｌｇＮ［φ０．５ｄｅｇ］のプロット線は
、回路シミューレータで位相差φ＝０．１度と０．５度の場合（パラメータ）をシミュレ
ーションして得た結果であり、ロジック回路１９の出力Ｖｘｌｇの最大値（ロジックレベ
ルＨ）を１に最小値（ロジックレベルＬ）を０に規格化して平均値をとった値である。こ
の値は出力Ｖｘｌｇの最大値の７５％から約１００％の間で変化している。これは出力Ｖ
ｘｌｇのデューティ比が７５％から約１００％に変化したことを表しているとともに位相
差θ（Δ）が９０度から０度までの間で変化したことを表している。
【００５２】
　θ（Δ）［φ０．１ｄｅｇ］とθ（Δ）［φ０．５ｄｅｇ］のプロット線は、それぞれ
電圧利得Ａ＝１とし、φ＝０．１度と０．５度とした場合に、式（１ｅ）を用いて差電圧
Ｖｄｉｆがゼロとなる点（ゼロクロス）の位相角をプロットしたシミュレーション結果で
あり、振幅差Δの変化に対する差動増幅器１７Ｃの出力電圧の位相角の変化（位相差θ（
Δ）の変化）を表す。
　ＶｄｉｆＮ［φ０．５ｄｅｇ］のプロット線は、初期（あるいは設定）位相差φ＝０．
５度の場合で、振幅差Δに対する差電圧Ｖｄｉｆの変化Ｖｄｉｆ（Δ）をＶｘｌｇＮと同
じく０～１の範囲に規格化してプロットして示している。このプロット線は、比較のため
振幅差Δをそのまま検出した場合の特性を表わしている。
【００５３】
　振幅差Δを直接検出する場合の特性線（ＶｄｉｆＮ［φ０．５ｄｅｇ］のプロット線）
を見ると、振幅差Δ＝０．００３以下ではほとんど感度がなく、振幅差Δ＝０．００３～
０．０１の領域で低い感度（勾配が緩い）が生じることがわかる。
　それに対して、本実施の形態の回路の特性線であるＶｘｌｇＮ［φ０．１又は０．５ｄ
ｅｇ］のプロット線を見ると、振幅差Δ＝０．００３以下の領域でも感度を有し（勾配を
有する）、振幅差Δ＝０．００３～０．０１の領域では、ＶｄｉｆＮのプロット線よりも
高い感度が得られることが分かる。
　本実施の形態の非接触型検電器のように、直流電圧を非接触で検電する場合、振幅差Δ
が０．００３以下～０．０１（３ｍＶ以下～１０ｍＶに相当）のような小さな値となる広
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い領域で感度が求められる。図９から分かるように、本実施の形態の回路では、このよう
な振幅差Δにおいて必要な感度が得られている。
【００５４】
　なお、図９では、ＶｘｌｇＮのプロット線とθ（Δ）のプロット線とが一致していない
ように見える。これは、ＶｘｌｇＮのスケールを示す左縦軸と、θ（Δ）のスケールを示
す右縦軸とが対応していないことに起因する。図９では、回路シミュレーションのＶｘｌ
ｇＮの感度と、ＶｄｉｆＮの感度との比較を行うため、ＶｘｌｇＮのプロット線を左縦軸
のスケールで示していた。
【００５５】
　一方、図１０では、ＶｘｌｇＮとθ（Δ）とを比較できるように、ＶｘｌｇＮを右横軸
の位相差のスケールで示している。先に述べたように、ＶｘｌｇＮの平均値が７５％は位
相差９０度に対応し、１００％は位相差０度に対応する。よって、ＶｘｌｇＮを位相角の
スケールに変換すると、図１０に示されるように変換される。図１０のグラフから、位相
差θ（Δ）の変化が、回路シミュレーションと理論式（１ｅ）を用いた数値計算シミュレ
ーションの特性において一致していて、理論式と回路の特性が一致していることが分かる
。
　本発明者が作成した理論式である式（１ｅ）による数値計算は原理の確認程度になる。
それは回路の全てを記述していないからであるが、図１０の比較結果を見る限り差動増幅
器の動作を理論式に記述できている。
【００５６】
　続いて、図１に戻って判定部１３０と出力部１４０について説明する。
　判定部１３０は、ＡＤ変換器１３１と、判別器１３２とを備える。ＡＤ変換器１３１は
、位相差検出部１１８の出力Ｖｏｕｔを周期的にサンプリングして取り込む。判別器１３
２は、位相差検出部１１８の出力信号Ｖｘｌｇのデューティ比に基づく直流出力電圧Ｖｏ
ｕｔの大きさを判別し、静電アンテナ１２０の帯電の大きさを表わす判別信号（判定結果
）を出力部１４０へ出力する。このような機能を有する判定部１３０は、ＡＤ変換回路を
内蔵したシングルチップマイコンのような１個の半導体集積回路、あるいはＡＤ変換ＩＣ
や演算機能を有するマイクロプロセッサ、半導体メモリ（ＲＯＭやＲＡＭ）など複数の半
導体集積回路によって構成することができる。本実施の形態においては出力電圧Ｖｏｕｔ
は直流となる。よって、処理能力が要求される比較的高価なＣＰＵ（中央演算処理装置）
が不要となり、例えば低価格な８～１２ｂｉｔＡＤ変換回路を内蔵したシングルチップマ
イコンを用いることが可能となる。よって、非接触型検電器１００の部品コストを大幅に
削減できる。
【００５７】
　出力部１４０は、複数のＬＥＤ（発光ダイオード）ランプを用いて、判定部１３０の判
定結果を複数レベルで表示する表示器１４１と、スピーカやブザーのような発音装置１４
２と、表示器１４１と発音装置１４２とを駆動する駆動回路１４３等を備える。駆動回路
１４３は、判別器１３２の判別信号により、静電アンテナ１２０の帯電の大きさに応じて
表示レベルが変化するように表示器１４１を駆動する。また、駆動回路１４３は、判別信
号が異常な値を示しているときに、アラーム音を出力するように発音装置１４２を駆動す
る。計測者は、表示器１４１の表示レベルを見て、充電部の充電状態を判断することがで
きる。
【００５８】
　＜静電アンテナ＞
　図１１は、図１の静電アンテナの構造を示す斜視図（Ａ）と正面図（Ｂ）である。
　静電アンテナ１２０は、２つの基板１２３Ａ，１２３Ｂと、第１検出用電極１２１Ａお
よび第２検出用電極１２１Ｂと、検出回路１１０と電気的に接続されるコネクタ１２２と
を備える。
　基板１２３Ａ，１２３Ｂは、共に長方形状の板面を有し、長手方向に見てＶ字状になる
ように、互いの長辺部が近接し、もう一方の長辺部がある他端側にかけて互いに離間する
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よう、固定具１２４によって連結されている。
　第１検出用電極１２１Ａと第２検出用電極１２１Ｂとは、例えば長方形状の電極であり
、基板１２３Ａ，１２３Ｂ上にそれぞれ設けられている。
【００５９】
　コネクタ１２２は、基板１２３Ａ，１２３Ｂの何れかの箇所に固定され、検出回路１１
０に電気的に接続される。コネクタ１２２は、検出回路１１０の入力部（図１のノッチフ
ィルタ１１５の入力端子）を、導線１２２ａを介して第１検出用電極１２１Ａに導通させ
、検出回路１１０の接地電位ＧＮＤ１を第２検出用電極１２１Ｂに導通させる。
　ここで、検出対象の充電部として、陽極と陰極の一対の電線路３１Ａ，３１Ｂが互いに
離間して配置されていたとする（図１１（Ｂ）を参照）。このような場合、静電アンテナ
１２０によれば、２本の電線路３１Ａ，３１Ｂの間に挟まれるように第１検出用電極１２
１Ａと第２検出用電極１２１Ｂとを配置することができる。電線路３１Ａ，３１Ｂに直流
電圧が印加されている場合、２本の電線路３１Ａ，３１Ｂの間に比較的に大きな電界が生
じるので、図１１（Ｂ）のような配置により、静電アンテナ１２０に大きな帯電を発生さ
せることができる。よって、低圧の直流電圧が印加される電線路３１Ａ，３１Ｂであって
も、この直流電圧を高い感度で検出することができる。
【００６０】
　＜第１変形例の静電アンテナ＞
　図１２は、第１変形例の静電アンテナを示す斜視図（Ａ）と正面図（Ｂ）である。
　実施の形態の非接触型検電器１００は、第１変形例の静電アンテナ２２０を備えていて
もよい。静電アンテナ２２０は、２つの基板２２３Ａ，２２３Ｂと、第１検出用電極２２
１Ａおよび第２検出用電極２２１Ｂと、検出回路１１０と電気的な接続を行うためのコネ
クタ２２２とを備える。
　基板２２３Ａ，２２３Ｂは、共に一部が屈曲した板形状をしており、一方の基板２２３
Ａの平板状の部分と、他方の基板２２３Ｂの平板状の部分とが、互いに離間して対向配置
されるように固定具２２４によって連結されている。
【００６１】
　第１検出用電極２２１Ａと第２検出用電極２２１Ｂとは、共に長方形状の電極であり、
基板２２３Ａ，２２３Ｂの互いに対向配置された平板状の部分にそれぞれ設けられている
。
　コネクタ２２２は、検出回路１１０の入力部（図１のノッチフィルタ１１５の入力端子
）を、第１検出用電極２２１Ａに導通させ、検出回路１１０の接地電位ＧＮＤ１を第２検
出用電極２２１Ｂに導通させる。
【００６２】
　ここで、検出対象の充電部として、陽極と陰極の一対の電線路３１Ａ，３１Ｂが近接し
て配置されていたとする（図１２（Ｂ）を参照）。このような場合、静電アンテナ２２０
によれば、第１検出用電極１２１Ａと第２検出用電極１２１Ｂとの間に２本の電線路３１
Ａ，３１Ｂを挟み込むように静電アンテナ２２０を配置することができる。このとき、２
本の電線路３１Ａ，３１Ｂは、第１検出用電極１２１Ａおよび第２検出用電極１２１Ｂの
長手方向に沿って延びる配置にできる。このような配置によって、２本の電線路３１Ａ，
３１Ｂの電界が第１検出用電極１２１Ａと第２検出用電極１２１Ｂとに作用して、第１検
出用電極１２１Ａと第２検出用電極１２１Ｂとに検出可能な大きさの帯電を発生させるこ
とができる。これにより、低圧の直流電圧が印加される電線路３１Ａ，３１Ｂであっても
、この直流電圧を高い感度で検出することが可能となる。
【００６３】
　＜第２変形例の静電アンテナ＞
　図１３は、第２変形例の静電アンテナの第１形態を示す正面図（Ａ）と第２形態を示す
正面図（Ｂ）である。図１３（Ａ），（Ｂ）は、静電アンテナ３２０を長手方向に見たと
きの図を示している。
　実施の形態の非接触型検電器１００は、第２変形例の静電アンテナ３２０を備えていて
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もよい。第２変形例の静電アンテナ３２０は、２つの基板３２３Ａ，３２３Ｂと、第１検
出用電極３２１Ａおよび第２検出用電極３２１Ｂと、２つの基板３２３Ａ，３２３Ｂを角
度変更可能に連結するヒンジ３２４と、検出回路１１０と電気的に接続されるコネクタ３
２２とを備える。
【００６４】
　２つの基板３２３Ａ，３２３Ｂは、共に一部が屈曲した一方に長い板形状をしており、
互いの長辺部がヒンジ３２４を介して連結されている。ヒンジ３２４を回動することで、
図１３（Ａ）に示す第１形態と、図１３（Ｂ）に示す第２形態とに変形可能である。
　コネクタ３２２は、検出回路１１０の入力部（図１のノッチフィルタ１１５の入力端子
）を、第１検出用電極３２１Ａに導通させ、検出回路１１０の接地電位ＧＮＤ１を第２検
出用電極３２１Ｂに導通させる。
　第１検出用電極３２１Ａと第２検出用電極３２１Ｂとは、基板３２３Ａ，３２３Ｂの屈
曲した板面に沿って設けられ、共に第１平面形状部Ｗ１と第２平面形状部Ｗ２とを有する
。
　第１形態では、図１３（Ａ）に示すように、第１検出用電極３２１Ａの第１平面形状部
Ｗ１と、第２検出用電極３２１Ｂの第１平面形状部Ｗ１とが、長手方向に見てＶ字状の配
置となる。このような形態では、２本の電線路３１Ａ，３１Ｂが離間して配置されている
場合に、これらの間に第１検出用電極３２１Ａと第２検出用電極３２１Ｂとを挿入するよ
うに配置できる。これにより、図１１（Ｂ）の場合と同様に、電線路３１Ａ，３１Ｂの直
流電圧の充電状態を高感度に検出することができる。
【００６５】
　第２形態では、図１３（Ｂ）に示すように、第１検出用電極３２１Ａの第２平面形状部
Ｗ２と第２検出用電極３２１Ｂの第２平面形状部Ｗ２とが互いに離間して対向した配置と
なる。このような形態では、２本の電線路３１Ａ，３１Ｂが近接して配置されている場合
に、第１検出用電極３２１Ａの第２平面形状部Ｗ２と第２検出用電極３２１Ｂの第２平面
形状部Ｗ２との間に電線路３１Ａ，３１Ｂを挟み込むように静電アンテナ３２０を配置す
ることができる。これにより、図１２（Ｂ）の場合と同様に、電線路３１Ａ，３１Ｂの直
流電圧の充電状態を高感度に検出することができる。
【００６６】
　以上のように、本実施の形態の非接触型検電器１００によれば、静電アンテナ１２０に
、検出回路１１０の入力部に導通される第１検出用電極１２１Ａと、検出回路１１０の接
地電位ＧＮＤ１と導通される第２検出用電極１２１Ｂとが設けられている。よって、検出
対象の充電部（電線路など）とその陰極側の配線又は電極に対して、第１検出用電極１２
１Ａと第２検出用電極１２１Ｂとを適宜に配置することで、充電部に低圧の直流電圧が印
加されていても、静電アンテナ１２０に比較的に大きな帯電を発生させることができる。
よって、このような充電部を検出対象として、その充電状態を非接触に且つ高感度に検出
することができる。
【００６７】
　また、本実施の形態の検出回路１１０によれば、可変容量素子１１６Ａの容量を周期的
に変更して、静電アンテナ１２０と可変容量素子１１６Ａとが接続される第１伝送路に交
流信号を生成するので、静電アンテナ１２０に生じた帯電状態が検出過程で薄まることを
回避できる。よって、低圧の直流電圧が印加される充電部の充電状態を高感度に検出する
ことができる。
　さらに、直流阻止フィルタと可変容量素子１１６Ｂとが接続される第２伝送路の交流信
号を基準に、第１伝送路の交流信号の位相差を判定に用いているので、回路の温度特性や
手振れなどの外的要因による位相の変化をキャンセルして正確な判定を行うことができる
。
【００６８】
　（第２実施の形態）
　図１４は、第２実施の形態の非接触型検電器の検出回路を示す構成である。
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　第２実施の形態は、図１４に示すように、可変容量素子１１６Ａ，１１６Ｂの前段にそ
れぞれ別個にノッチフィルタ１１５Ａ，１１５Ｂを設けるとともに、ノッチフィルタ１１
５Ａ，１１５Ｂと可変容量素子１１６Ａ，１１６Ｂとの間にそれぞれ高抵抗値を有する抵
抗器Ｒ４ａ，Ｒ４ｂを接続したものである。また、交流結合手段としての蓄電器（コンデ
ンサ）１１９Ｃを、可変容量素子１１６Ｂの前段ではなく、ノッチフィルタ１１５Ｂの前
段に設けている。また、ノッチフィルタ１１５Ａ，１１５Ｂとして、図６に示すような３
個接続のものを使用する。それ以外は、図１の検電器と同様である。蓄電器（コンデンサ
）１１９Ｃの容量値としては、例えば２２００ｐＦのような値、また抵抗器Ｒ５の抵抗値
としては、例えば３０ＭΩのような値を採用できる。
【００６９】
　図１４に示す検電器は、可変容量素子１１６Ａおよび１１６Ｂの入力とノッチフィルタ
１１５Ａ，１１５Ｂとの間に、１０ＭΩの抵抗器Ｒ４ａ，Ｒ４ｂを入れることで、ノッチ
フィルタ１１５Ａ，１１５Ｂの３段目のフィルタの出力と可変容量素子１１６Ａ，１１６
Ｂ、さらには可変容量素子１１６Ａ，１１６Ｂ相互間を交流的に分離している。そして、
この抵抗器Ｒ４ａ，Ｒ４ｂと可変容量素子１１６Ａ，１１６ＢとでＲＣ一次低域通過濾波
器を構成することで、変電所での６相および１２相整流の脈流周波数や中波放送波の妨害
を抑制する効果も持たせることができる。
　また、２個のノッチフィルタ１１５Ａ，１１５Ｂを用いることで可変容量素子１１６Ａ
および１１６Ｂがノッチフィルタに及ぼす影響を軽減できる利点がある。
【００７０】
　さらに、手持ち揺らぎの影響を検出する可変容量素子１１６Ｂ側で直流に対する感度が
あると検電器としての感度が落ちるので、可変容量素子１１６Ｂ側の直流感度をなくさな
ければならない。図１４の例であれば蓄電器１１９Ｃと可変容量素子１１６Ｂとの接続点
と回路内部の基準電位点との間に抵抗器Ｒ５が設けられ、直流感度をほぼゼロにする直流
阻止フィルタ（ＲＣ一次高域通過フィルタ）が構成されている。
【００７１】
　以上、本発明の各実施の形態について説明したが、本発明は上記の実施の形態に限られ
るものではない。例えば、上記実施の形態では、検出対象の充電部として陽極と陰極の一
対の電線路を示し、このような電線路に適した静電アンテナの形態を示した。しかしなが
ら、検出対象の充電部の形態が異なれば、それに適応させて静電アンテナの形態も様々に
変更可能である。例えば、第１検出用電極と第２検出用電極とを互いに異なる大きさとし
たり、非対称に配置してもよい。
　また、上記実施の形態では、判定部が静電アンテナの帯電の大きさを表わす判別信号を
出力する構成としているが、判定部は位相差検出部の検出結果を閾値と比較することで、
充電部が直流電圧で充電されているか否かを判定する構成としてもよい。
【符号の説明】
【００７２】
　１５　抵抗分圧器
　１６　抵抗分圧器兼位相差ゼロ点調整要素
　１７Ａ，１７Ｂ　アンプ
　１７Ｃ　差動増幅器
　１８Ａ，１８Ｂ　コンパレータ
　１９　ロジック回路
　２１　ＲＣ一次低域通過フィルタ
　１００　非接触型検電器
　１１０　検出回路
　１１６Ａ，１１６Ｂ　可変容量素子
　１１７　発振器
　１１８　位相差検出部
　１１９Ｃ　蓄電器（直流阻止フィルタ）
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　Ｒ５　抵抗器（直流阻止フィルタ）
　１２０、２２０、３２０　静電アンテナ
　１２１Ａ，２２１Ａ，３２１Ａ　第１検出用電極
　１２１Ｂ，２２１Ｂ，３２１Ｂ　第２検出用電極
　１２２，２２２，３２２　コネクタ
　１２３Ａ，１２３Ｂ，２２３Ａ，２２３Ｂ，３２３Ａ，３２３Ｂ　基板
　１３０　判定部
　１４０　出力部
　３２４　ヒンジ
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